
「環境特集」とのことで，常日頃興

味を持っていたこともあり，日本の

環境問題の歴史を調べて見ました。

有名な所では，既に，19 世紀に

足尾銅山の公害問題が挙げられてい

ました。その後，1960 年代に入り，

日本は高度経済成長を遂げつつ，多

くの公害，言い換えれば環境問題を

発生させて来たことはご承知の通り

です。

1970・80 年代に入ると，限られた

地域から次第に広域化し，自然の生

態系を破壊しつつ，地球ベースで環境

問題を拡大して来ているとのこと。

1990 年代に入ると，1997 年に京

都議定書が採択され，2005 年に発

効しています。

最近，批准をしていないアメリカ

が，前向きな，即ち地球温暖化に責

任を持って対処しようという動きに

変わり，注目を引いています。

安倍総理の主張する「美しい国日

本」の実現のためには，日本にとっ

て，他国はどうであれ（どうでも良

いという事ではないですが）やはり，

我々民間の努力が大きくものを言う

ことは間違いないと思います。

今回の「環境特集」に寄稿された

数多くの報文は，これからの日本の

環境問題を考える意味で，非常に頼

もしく感じられました。

特集は汚染された土壌の浄化工法

を主に，組みました。もはや環境は

地球温暖化等一人一人がその変化を

感じる時代となり，応じてその対応

も積極的に行わなければならない段

階に入っています。

そういう中で，大規模な環境蘇

生・創造こそ我々建設に携る者が出

来また担うべき役割ではないでしょ

うか。協会員が如何に積極的に環境

蘇生に取り組んでいるかを伝えるこ

とが出来たか心配です。

年度末のお忙しい中，執筆頂いた

方々には大変ご迷惑をおかけしまし

た。紙面を借りてお礼申し上げます。

ありがとうございました。

（和田，森本）

建設の施工企画　’07. 492

編 集 後 記

5 月号「環境特集」予告
・ダムの技術動向全般について
・滝沢ダムの原石採取と骨材生産
・コンクリートダム施工の合理化と情報化－長井ダム施工について－
・徳山ダム－堤体盛立工事（ロックフィルダム）
・大松川ダム－グラウト工事（コンクリートダム）
・大保ダムにおける環境保全対策
・ダム施工における情報化施工：小丸川ダム
・既設ダムを有効利用した新丸山ダム嵩上げ計画―既設ダムの機能を維持した施工計画―
・インド国プルリア揚水発電所　上ダム河流処理の設計と施工
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